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公共サービス基本条例の趣旨と骨子案 説明資料 

 

１．はじめに 

 

わたしたちの生活と公共サービス 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

・朝起きてトイレに行き（下水道）、歯を磨いて、顔を洗う（上水道）。 

・家からしばらく歩き（道路）、バス・地下鉄に乗って（地域交通）、学校に行

く（教育）。 

・子どもができれば母子手帳が交付され、子どもが少し大きくなれば３歳児検

診があり（小児医療）、親が仕事を持っていれば、保育園に入る（子育て支援・

児童福祉）。 

・日々の家庭ゴミは、自治体等が回収し処理してくれる（ゴミ処理）。 

・歳をとれば、介護保険を受け、デイサービスやショートステイなどさまざま

なサービスを受ける（高齢者福祉）。 

・建物はバリアフリーなど、障がいがある人の社会参加をサポートする（障害

者福祉） 

・国土の保全、水源のかん養、自然環境の保全、公衆の保健、地球温暖化の防

止のなどのための森林事業 

・人々の日常生活に必要な「物流」「金融」サービスが公平かつ安定的に利用で

きる（ユニバーサールサービス）を担う郵便事業 

・紙幣・貨幣に対する信頼の維持と国民生活の向上に寄与することを使命とす

る印刷・造幣事業 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

 

このように、わたしたちの生活と公共サービスは、切っても切り離せない関

係にある。公共サービスなくしてわたしたちの日々の生活は成り立たないとい

ってもよい。だからこそ、必要とする人々にきちんと公共サービスが行き届く

こと（＝必要充足性の確保）、良質な公共サービスが供給されること（＝品質

の確保）は、極めて重要な課題なのである。こうした課題に応えるために、わ

れわれは、今、何をすべきなのであろうか。その答えこそ、「公共サービス基

本条例」の制定に他ならない。 
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２．公共サービス基本条例とは何か？ 

（１）公共サービス実施における理念と６原則 

 公共サービス基本条例の趣旨、目的を考えるにあたって、わたしたちがめざす

公共サービスの基本理念と６つの原則をあげておきたい。 

 

① 基本理念 

 公共サービスは、憲法上で国民に保障された社会的基本権＜教育、労働、健

康で文化的な生活を営む権利等＞を具体化したものである。したがって、公共

サービスの享受は一人ひとりの市民の権利として確立されるよう、以下の原則

を遵守してこれを実施しなければならない。 
 

② 公共サービス実施における 6つの原則 

その 1 ＜必要充足性の原則＞ 

公共サービスは必要とする市民に不足なく提供されなければならない。 

 私たちの暮らしは公共サービスと切り離すことはできない。公共サービスは

暮らし全般をカバーしている。それにより人びとは社会に包摂され、育まれ、

暮らしを立てることが可能となる。このため、公共サービスの質、量の不足

は、私たちに「生存」に対するリスクと社会的な疎外をもたらすことにつな

がる。公共サービスはそれを必要とする者に適切に提供される必要がある。 
                 
その２ ＜市民参加および近接決定の原則＞ 

公共サービスの質と量は、市民の手の届くところで決定されなければならな

い。 

 公共サービスは、一人ひとりの市民を「公共の空間」に包摂し、社会への参

加を保障する上で重要な要素である。しかし、公共サービスを本当に必要と

するのに声を届けることができない数多くの市民がいる。それらの人びとが

必要する公共サービスの内容（質を含む）と需要を把握し、不足なく公共サ

ービスを保障するため、その決定は、市民参加のもと、市民生活に近い場で

決定される仕組みが必要である。 
                 

その 3 ＜協働実施の原則＞ 

公共サービスの実施主体は、それぞれの自律性と個性を大事にしながらも、

相互に連携・協力をすることで「相乗効果」を目指さなければならない。 

公共サービスの実施主体は、国、自治体、民間企業、公益法人、NPO 等々、

多様であり、それぞれに独自の発想と視点を持っている。そこで、各主体は、
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公共サービスの実施に際して、それぞれの自律性を重視しながらも、相互に

連携・協力することで、「相乗効果」を目指すことが求められる。 

                

その 4 ＜公共の規律の順守の原則＞ 

公共サービスの実施に携わる者は、公共の規律を順守しなければならない。

 質の高い公共サービスを享受することは市民の権利である。公共サービスの

すべての実施主体は市民の権利を保障することを第一義としてこれを提供し

なければならない。すなわち、すべての公共サービス実施主体は、＜公共の

規律＞に服さなければならない。それを担保するには、苦情対応の仕組み等

を整備することが必要である。 

 

その５ ＜公開･透明性の原則＞ 

公共サービスの実施においては透明性が確保され、その情報は公開されなけ

ればならない。 

 公共サービスを享受することが市民の権利として確立するためには、公共サ

ービスの実施または実施後のすべての情報につき、個人情報など人権に配慮

した上で、適時かつ適切な方法で公表されることが前提条件となる。 

                

その６ ＜ディーセントワークの原則＞ 

公共サービスの実施に従事する者の労働環境は、適正なものに保持されなけ

ればならない。 

安全かつ良質な公共サービスが適正かつ継続的に実施されるには、その実

施に従事する者の「良質な労働（ディーセントワーク）」が確保される必要が

ある。 

「良質な労働」とは、当該サービスの実施に従事する者が、他者に認められ、

働くことに誇りを持つことであり、そのためには、安定的な雇用とそれに相応

しい処遇が確保されなければならない。 

 

 以上述べた「公共サービス実施における理念と６原則」を具体化するのが公共

サービス基本条例なのである。 

 

（２）なぜ今、公共サービス基本条例が必要なのか？ 

今、このタイミングで公共サービス基本条例の制定が必要なのであろうか？

この点を考えるためには、次の四つの今日的背景が踏まえられなければなら 
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ない。 

 第 1 に、地方分権の流れである。中でも、いわゆる法令等による義務づけ・

枠付けの緩和の動きは、地域の実情に合った多様な自治体施策の展開可能性を

秘めている一方、公共サービスの縮小や質の低下につながる危険性をも秘めて

いる。それゆえ、公共サービスの量と質をめぐる、市民による民主的コントロ

ールの仕組みを整備・充実することが緊急の課題となっているのである。つま

り、団体自治の充実は、住民自治の充実を伴わなければならないのである。 

 第 2 に、「官から民へ」の流れである。この 10 年の間に、地方自治法改正に

よる指定管理者制度の導入や公共サービス改革法による市場化テストの導入な

ど、「公務遂行主体の民間化」（＝入札による行政サービスの民間委託、行政行

為（指定）による民間主体への委任）の流れがいっそう強まっている。こうし

た中、公共サービスの質をいかに担保するか、民主的コントロールや情報公開

等の「公共の規律」をいかに及ぼしていけるかが重要な課題になってきている。 

 第 3 に、「公共」の担い手の多様化である。公共的課題の解決に取り組む主体

は、今日、行政だけに限られない。そこで、NPO などの新しい公共の担い手と行

政とのネットワーク化を通じて、新たな「公共性の空間」を創出することが求

められているのである。より具体的に言えば、①これまで行政がほぼ独占的に

支配してきた公共サービスの決定・実施・評価の各プロセスのオープン化（＝

公開性・アクセス性の確保）を通じて、新しい担い手の発想・情報をいかにそ

こに反映させるか、②ややもすると「独善・不平等・不透明」に陥りかねない

NPO などの新しい主体について、自治体政府が関わることで、いかに「民主性・

平等性・透明性」を確保するか（＝「ボランタリーの失敗」に対する自治体政

府による補完）、③公共サービス供給者間の調整・連携を通じて、公共サービス

を必要とする人々のニーズを全体としていかに充足していけるか、が重要な課

題になってきているのである。 

 第４に、貧困、失業、差別などによって社会から排除されている人々の増大

である。言い換えれば、高齢化、グローバル化、格差等の進展に対し、「排除し

ない社会」の実現が急務となっているのである。社会的包摂（ソーシャル・イ

ンクルージョン）」とは、社会から排除されている人々が、困難から脱却し、再

び社会に参加し、人々とのつながりの中で生きていけるようになることに他な

らない。そのためには、所得保障だけでなく、職業訓練、生涯教育、保育サー

ビス、介護サービスなど、公共サービスが必要とする人々にきちんと行き届か

なければならない。そして、こうした社会参加を促す公共サービスは、できる

だけ市民生活に近いところで、人々のニーズに耳を傾けながら提供される必要
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がある（＝「市民参加及び近接性の原理」）。 

公共サービス基本条例の必要性は、こうした諸課題の出現に対応している。 

 

（３）公共サービス基本条例のポイント 

 「公共サービス基本条例とは、一体何か？」「公共サービス基本条例の制定に

どのような意味があるのだろうか？」という疑問に答えるために、公共サービ

ス基本条例を定める際のポイントを示す。 

＜ポイント 1＞ 

各自治体で行われている様々な「公共サービス」についての定義を拡大する

こと（骨子案「２．公共サービスの定義」）。 

公共サービス基本法 2 条が「公共サービス＝行政サービス」という理解を前

提としているのに対し、公共サービス基本条例では、NPO 等が提供するサービス

も含めて「公共サービス」ととらえようというのが、ポイントである。具体的

には、「行政の諸活動＋公金支出を受けてサービスを実施している NPO・企業等

の活動」によって生みだされるアウトプットを「公共サービス」ととらえる。

このように定義を拡大することによって、行政以外の主体が供給する「公共サ

ービス」についても、透明性・公開性を確保すると同時に、市民のアクセスを

容易にし、その意向を反映できるようにしようというのが趣旨である。これは、

公共サービスの原則で述べた「公共の規律の順守の原則」を広げていくねらい

がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考資料）武藤 博己著、「入札改革にー談合社会を変える」（岩波新書より） 
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＜ポイント２＞ 

市民が公共サービスを平等に享受し、その改善を求めることができる旨の権

利を明記すること（骨子案「３．市民の権利」）。 

「国民の権利」については、基本法 3 条で明記されているところであるが、

上記のように「公共サービス」の定義を拡大したことに鑑み、基本条例でも改

めて「市民の権利」を規定することが必要である。基本法の規定だけでは、「権

利」の対象が「公金支出を受けてサービスを実施している NPO・企業等の活動」

に及ばないからである。 

＜ポイント３＞ 

オンブズパーソン的な苦情対応の仕組みの整備を明記すること骨子案（「４．

地方自治体の責務」）。 

これは、ポイント２で示した市民の権利を具体的に担保するための措置であ

る。「公金支出を受けてサービスを実施している NPO・企業等の活動」に対する

苦情も対象となる。 

＜ポイント４＞ 

地域公共サービス市民会議（仮称）について規定すること（骨子案（「７．地

域公共サービス市民会議」）。 

この会議の役割は、①「どこで、どのような公共サービスへのニーズが存在

し、それがどの程度充足されているのか」に関する調査を行うこと、②市民ニ

ーズのうち充足すべきニーズを認定すること、③認定された市民ニーズを充足

するために、行政だけでなく NPO などの多様な公共サービス供給主体がどのよ

うな役割分担をするかを調整すること、の 3点に集約される。 

この会議の設置の形態は、地域ごとに多様であってよく、それぞれの地域の

実情を踏まえた議論の中で検討されればよい。この会議は、全体を統括する本

会議のほか、分野ごとに設けられる複数の小会議から例えば、構成される。①

③については小会議が、②については本会議が中心的な役割を果たすことにな

ろう1。 

地域公共サービス市民会議の一つの先行モデルとしては、平成18年改正の「道

路運送法」にもとづく地域公共交通会議がある（資料１－１・２）。この会議

では、地域住民のニーズに対応した交通サービスのあり方について、自治体、

                                                  
1 「充足すべき市民ニーズの認定」という重い役割を果たすため（＊とはいえ、もちろん、

最終的な認定は、首長が自らの責任のもとに行う。）、本会議は、供給主体だけでなく、公

募市民を含む、多様なステークホルダーから構成されるべきであろう。一方、小会議は、

一般市民が入っても構わないが、供給側の関係者を中心に構成されることになろう。 
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住民代表や利用者代表、及び事業者の代表も参画し、当該地域で必要な公共交

通を、関係者の協議により「考え」「創り」「守り」「育て」「活かす」組織とし

て会議を設けることが意図されている。 

また、海外における参考事例としては、イギリスにおける地域戦略パートナ

ーシップの活動がある。これは、公共サービスに限らずまちづくり全般につい

て、NPO 等の非営利組織、営利組織、行政のパートナーシップと協働の推進をは

かる取り組みである。 

＜ポイント５＞ 

公共サービスの実施従事者の労働環境整備について規定すること（骨子案「４．

地方自治体の責務」、「６．国又は地方自治体以外の者の努力義務」）。 

公共サービスの質は、公共サービス従事者の労働環境に大きく左右されるた

めである。後述の「公契約条例」は、この規定に対応して、その制定が求めら

れることになる。 

  

以上のように、公共サービスの必要充足性と品質を確保するため、市民が公

共サービスにアクセスできる仕組み、多様な供給主体が調整し、役割を分担し

ながら認定された市民ニーズを充足する仕組み、苦情を受けてサービスの改善

を図る仕組みなどを体系的に規定するのが、公共サービス基本条例である。 

 

３．公共サービス基本条例と公契約条例の関係 

 公契約条例との関係についても整理しておく。公契約条例もまた公共サービス

の質を確保するための条例であるため、公共サービス基本条例と何がどう違う

のか、一見、分かりにくいためである。 

 結論的に言えば、公共サービス基本条例と公契約条例は、「総論」と「各論」

の関係にある。公共サービスの質が担保されるだけは不十分であり、市民のニ

ーズをいかに充足するかなどといった点も重要な課題である。公共サービスを

めぐる課題は複数あるのであり、これらを網羅的にカバーし、必要な仕組みを

列挙し、その大枠を定めるのが、公共サービス基本条例なのである。 

「総論」だけでは物事は具体的に進まない。実際に公共サービスの諸課題を

解決していくためには、「各論」が不可欠であり、公契約条例は、その具体例の

一つである。「各論」は公契約条例に限らない。たとえば、「地域公共サービス

市民会議」（仮称）を設置し、これを機能化させようとするならば、やはり「各

論」としての設置要綱等が不可欠であろう。 

他方、「各論」だけでは、体系性に乏しく、根本的な目的が市民に伝わりにく
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い。とりわけ、公契約条例の場合、それによって確保される生活賃金の額と地

域の最低賃金との間にギャップが生じる可能性が高い。そのため、「なにゆえに

行政の下請けの労働者だけが優遇されるのか」といった類の批判の声が出ない

とも限らない。「公契約条例は、公共サービス基本条例の各論的条例であり、あ

くまで公共サービスの質を確保するために必要な条例」というように、制度趣

旨が明確にきちんと伝えられるかどうかが重要である。 

二つの条例は、「総論」と「各論」として相乗効果を持つ。それゆえ、両者を

「車の両輪」として、同時的に制定していくことこそが重要なのである。 

   

＜参考＞ 

連合が進める公契約条例制定の取り組みと公共サービス基本条例との関係に

ついて（資料２）  

  

連合は、公契約に関する取り組みを連合全体の課題として位置づけ、国レベ

ルでは公契約に関する基本法（以下、「公契約基本法」）の制定、地方レベルで

は公契約条例の制定を目指している。 

公契約基本法および公契約条例は、公的機関が民間企業などへ委託・発注す

る公共工事や公共サービスなど全ての事業について、公正労働基準と労働関係

法の遵守および社会保険の全面適用等を契約・発注の条件とするなど、公契約

の基本的考え方を定めるものである。このうち公契約条例については、地方自

治体の工事や業務委託の入札・契約にかかわる条例や要綱等に、労働基準法等

の労働法制や社会保障関連法規に違反した企業を発注対象から除外する条項を

設けるとともに、発注者の責任を明確にすることが具体的内容となる。 

公契約の原点は、1949 年のＩＬＯ総会で採択された、「公契約における労働

条項に関する条約」（第 94 号）と同勧告（第 84 号）にある。このベースとなる

考え方は、「住民の税金を使う公的事業で利益を得ている企業は、労働者に人間

らしい労働条件を保障すべきであり、発注者たる公的機関は、それを確保する

ための責任を負っている」ということである。 

連合は、公契約に関する取り組みを、法定最低賃金の引き上げ、不公正な取

引関係の是正とともに重要な取り組みの 1 つに位置づけている。そして、安定

した企業経営と雇用のもとに労働者の賃金・労働条件を改善することにより、

公共サービスの質の確保、さらには地域の賃金水準の引き上げ、地域経済の活

性化を目指している。 

連合は、公契約条例の制定と公務労協が進める公共サービス基本条例の制定
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とは、異なる角度からのアプローチではあるが、いずれも公共サービスの質の

確保に資するものであり、2 つの取り組みを並行して進めることが重要であると

考えている。 

 

４．補論：公共サービスの必要充足性をめぐって 

「公共サービスをめぐる市民ニーズを掘り起こし、ニーズを充足する」とい

う議論に対しては、「それは結局、市民の行政に対する依存性を高めるだけでは

ないのか？」という疑問が投げかけられるかもしれない。そこで、やや蛇足に

なるが、この点について補足的に説明しておこう。 

 まず、確かに、「市民ニーズの掘り起こし→ニーズ充足」という風に二つの段

階が直線的に結びつくならば、そうした疑問は当たっているのかもしれない。

しかし、公共サービスとして充足されるべき市民ニーズは「シビルミニマム」

でなければならない、とわれわれも考えている。それゆえ、上述のように、「地

域公共サービス市民会議」（仮称）の役割を「市民ニーズの掘り起こし→充足す

べき市民ニーズの認定→ニーズ充足」という三段階で構想しているのである。 

 また、もう一つ留意しておきたいのが、認定された市民ニーズを充足する際

の公共サービスの供給主体は行政に限られないという点である。供給主体は、

NPO の場合もあれば、地域の町内会・自治会の場合もあるだろう。行政はそれ

に対して若干の補助金を出すという役割にとどまるかもしれない。すなわち、

「市民ニーズを充足する」と言っても、それが、イコール行政への依存につな

がるとは限らないのである。 

 「地域公共サービス市民会議」（仮称）は、これまで十分に認識されてこなか

った市民ニーズを一旦掘り起こした上で、オープンな場で、それらを吟味し、「何

がシビルミニマムか」を認定するための場であり、また、公共サービスの必要

充足性を確保するために、多様な主体がどのように役割分担するかを調整し、

決定する場であることを再度強調しておきたい。 
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公共サービス基本条例（骨子案） 

                                  

１．条例の目的 

地域社会における医療、福祉、教育、まちづくりなどのすべての公共サー

ビスを対象と、公共サービスの基盤を整備し、公共サービスの質の向上を目

指すことによって、もって豊かな地域社会の実現を図る。 

【ポイント】 

NPO や民間事業者などが提供する公共サービスも含めた公共サービス

全体の質と量を確保するため、必要な措置を定めるのが本条例の目的であ

る。 

 

２．公共サービスの定義 

   この条例において「公共サービス」とは、次に掲げる行為であって、市民

が日常生活及び社会生活を円滑に営むために必要な基本的な需要を満たす

ものをいう。 

(1) 国（独立行政法人を含む）又は地方自治体（地方独立行政法人を含む）

の事務又は事業であって、特定の市民に対して行われる金銭その他の物の

給付又は役務の提供 

(2) 国又は地方自治体以外の者（国又は地方自治体以外の者とは、国又は地

方自治体から請負、委託を受け、又は補助金等を受ける非営利組織を含む

者をいう）が行う公益性の高い目的を持つ事業であって、特定の国民に対

して行われる金銭その他の物の給付又は役務の提供。 

(3) 国又は地方自治体が行う規制、監督、助成、広報、公共施設の整備その

他の公共の利益の増進に資する行為 

【ポイント】 

市民が受けている医療・福祉・介護・教育などのサービスには、NPO や

民間事業者などが提供するサービスも含めて多様な「公共サービス」があ

ると考えて、定義を整理している点にポイントがある。ただし、定義が広

がりすぎないよう、行政以外の公共サービス供給主体については、「国又は

地方自治体から請負、委託を受け、又は補助金等を受ける者」に限定して

いる。 

 

３．市民の権利 

市民は公共サービスの実施に関し、次の権利を有する。 
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(1) 必要とされる公共サービスの保障 

(2) 健全な環境で生活する権利 

(3) 安全かつ良質な公共サービスを受ける権利 

(4) 公共サービスについて合理的な選択の機会の保障 

(5) 情報を共有する権利 

(6) 公共サービスについての学習の機会の保障 

(7) 公共サービスの実施に関する苦情の申出と応答を受ける権利 

(8) その他公共サービスの実施に関する意見の表明 

【ポイント】 

上記のように「公共サービス」の定義を整理したことに鑑み、公共サー

ビス基本法の 3 条で規定された「国民の権利」を改めて「市民の権利」と

して定め直したものである。基本法の規定だけでは、「権利」の対象が「公

金支出を受けてサービスを実施している NPO・企業等の活動」に及ばない

からである。 

 

４．地方自治体の責務 

 地方自治体は、公共サービスの実施又は施策の策定に関し、次の責務を有する。 

(1) 公共サービスに関わる情報の公開   

(2) 市民からの苦情対応 

(3) 2(2)に規定する公共サービスを実施する者及び公共サービスに従事する

者からの苦情対応 

(4) 公共サービスを実施する者への立入検査、是正勧告、公表 

(5) 地域公共サービス市民会議からの提言等への応答 

 (6) 非営利組織等による公共サービス実施の支援 

  (7) 公契約に係る施策等、公共サービスの実施に従事する者の権利と労働環境

の整備 

(8) 社会的価値の実現を図るための入札制度の整備 

(9) その他国又は地方自治体以外の者との調整のための必要な措置 

【ポイント】 

ア）「（1）公共サービスに関わる情報の公開」についてここにわざわざ書き

込む理由は、行政以外の公共サービス供給主体が実施するサービスに関

する情報が「競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるもの」

に該当するとして非公開情報とされてしまうことのないようにすること
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が必要である。 

福岡市では、市が出資している法人、市がその者のために債務を負担

している法人又は市が補助金、交付金、負担金その他の財政的援助を行

っている法人などは、その経営状況等に関する情報その他のその保有す

る情報の公開に関し必要な措置を講じるよう努めることを内容とする

「情報公開協定」を結んでいる。 

イ）「（5）地域公共サービス市民会議からの提言等への応答」および、「（9）

その他国又は地方自治体以外の者との調整のための必要な措置」は、今

回の提案の眼目である新たな公共サービス供給システムの屋台骨であ

る。 

ウ）「（6）非営利組織等による公共サービス実施の支援」とは、行政側が

NPO 等に対して一方的に要求するだけでなく、NPO 等の改善要望に対し行

政側が応答する必要性を示したものである。 

エ）「（7）公契約に係る施策等、公共サービスの実施に従事する者の権利と

労働環境の整備」は、「公契約条例」の制定の必要性を促すものである。

公契約条例とは、ILO 第 94 号条約の考え方に基づき、公共工事や委託

事業など公共サービスに関わる契約発注について、労働関係法の遵守及

び適正な賃金水準、労働条件の確保などを条件とするなど、公契約の基

本的考え方を定めるもので、安定した企業経営と雇用の下に労働者の賃

金・労働条件を改善することにより、公共サービスの質の確保をはかる

ものである。 

オ）自治体には、公正労働基準以外の環境、福祉、男女平等参画などの社

会的価値の実現をはかるという責務がある。「(8) 社会的価値の実現を図

るための入札制度の整備」は、入札にあたってこれらの社会的価値の実

現を入札の要素、評価項目に含め、企業にも社会的価値の実現を追求す

ることを促そうということである。なお、社会的価値の実現をはかるた

めのこのような入札を「政策入札」という。 

 

５．国又は地方自治体以外の者の責務 

 国又は地方自治体以外の者は次の責務を有する。 

(1) 実施する公共サービスに関する情報の公開（個人情報に配慮する） 

(2) 地方自治体からの是正勧告などの遵守 
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【ポイント】 

これは、行政以外の公共サービス供給主体の責務を定めるものである。

公金支出を受けてサービスを実施している以上、当然に従うべき「公共の

規律」の内容を定めたものである。 

 

６．国又は地方自治体以外の者の努力義務 

国又は地方自治体以外の者は次のことに努める。 

(1) 公共サービスの実施に従事する者の権利と労働環境の整備 

(2) 社会的価値の実現のための環境の整備 

【ポイント】 

これは、上記のように行政以外の公共サービス供給主体が「当然遵守す

べき」とまではいえないが、その実現が期待される事柄を示したものであ

る。 

 

７．地域公共サービス市民会議 

「１.条例の目的」の実現のために、地域公共サービス市民会議を設置する。 

(1) 市民会議は、学識経験者、公共サービスを実施する者、市民などで構成

する。 

(2) 市民会議は、公共サービスに関し次の役割を担う。 

  ① 公共サービスの質的充足及び量的充足度合いの調査と公表 

  ② 公共サービスを実施する者の間の調整 

③ 公共サービス改善のための施策に関する提言 

(3) 前項のほか、市民会議は次の役割を有する。 

  ① 地方自治体が行った苦情対応の報告を受け、又は市民会議が受けた苦情

に対し、地方自治体の長に改善等に関する意見を述べること 

  ② 同じく、公共サービスを実施する者に対する改善を地方自治体の長に促

すこと 

  ③ 公共サービスを実施する者に対する必要な財政支援等を地方自治体の

長に促すこと 

 ④ 地方自治体の長の諮問に対する答申 

【ポイント】 

これは、「地域公共サービス市民会議」（仮称）役割について定めたもので

ある。同会議の役割は、第 1 に、①「どこで、どのような公共サービスへの
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ニーズが存在し、それがどの程度充足されているのか」に関する調査を行う

こと、②市民ニーズのうち充足すべきニーズを認定すること、③認定された

市民ニーズを充足するために、行政だけでなく NPO などの多様な公共サー

ビス供給主体がどのような役割分担をするかを調整することにある。第 2

に、公共サービスの改善のために必要な事項等を自治体の長に進言する、自

治体の長からの諮問事項について審議し答申を作成する、などの作業も行

う。同会議は、新たな公共サービス供給システムの中核的存在であり、本条

例の目玉である。 
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が
尊

重
さ

れ
、

国
民

が
健

全
な

生
活

環
境

の
中

で
日

常
生

活
及

び
社

会
生

活
を

円
滑

に
営

む
こ

と
が

で
き

る
よ

う
に

す
る

こ
と

を
基

本
と
し
て
、
行
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

市
民
は
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
実
施
に
関
し
、
次
の
権
利
を
有
す
る
。

 
(
1
)
 
必
要
と
さ
れ
る
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
保
障
 

(
2
)
 
健
全
な
環
境
で
生
活
す
る
権
利

 
(
3
)
 
安
全
か
つ
良
質
な
公
共
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る
権
利
 

(
4
)
 
公
共
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
合
理
的
な
選
択
の
機
会
の
保
障
 

(
5
)
 
情
報
を
共
有
す
る
権
利

 

資
料

３
 



一
 

安
全

か
つ

良
質

な
公

共
サ

ー
ビ

ス
が

、
確

実
、

効
率

的
か

つ
適

正
に
実
施
さ
れ
る
こ
と
。
 

二
 

社
会

経
済

情
勢

の
変

化
に

伴
い

多
様

化
す

る
国

民
の

需
要

に
的

確
に
対
応
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。
 

三
 

公
共

サ
ー

ビ
ス

に
つ

い
て

国
民

の
自

主
的

か
つ

合
理

的
な

選
択

の
機
会
が
確
保
さ
れ
る
こ
と
。
 

四
 

公
共

サ
ー

ビ
ス

に
関

す
る

必
要

な
情

報
及

び
学

習
の

機
会

が
国

民
に

提
供

さ
れ

る
と

と
も

に
、

国
民

の
意

見
が

公
共

サ
ー

ビ
ス

の

実
施
等
に
反
映
さ
れ
る
こ
と
。
 

五
 

公
共

サ
ー

ビ
ス

の
実

施
に

よ
り

苦
情

又
は

紛
争

が
生

じ
た

場
合

に
は
、
適
切
か
つ
迅
速
に
処
理
さ
れ
、
又
は
解
決
さ
れ
る
こ
と
。

 

(
6
)
 
公
共
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
の
学
習
の
機
会
の
保
障

 
(
7
)
 
公

共
サ

ー
ビ

ス
の

実
施

に
関

す
る

苦
情

の
申

出
と

応
答

を
受

け

る
権
利

 
(
8
)
 
そ
の
他
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
実
施
に
関
す
る
意
見
の
表
明

 
 

国
ま
た
は
地
方
自
治
体

の
責
務

 

国
は
、
前
条
の
基
本
理
念
（
以
下
「
基
本
理
念
」
と
い
う
。
）
に
の

っ
と

り
、

国
民

生
活

の
安

定
と

向
上

の
た

め
に

国
が

本
来

果
た

す
べ

き
役

割
を

踏
ま

え
、

公
共

サ
ー

ビ
ス

に
関

す
る

施
策

を
策

定
し

、
及

び
実

施
す

る
と

と
も

に
、

国
に

係
る

公
共

サ
ー

ビ
ス

を
実

施
す

る
責

務
を
有
す
る
。
 

地
方

公
共

団
体

は
、

基
本

理
念

に
の

っ
と

り
、

公
共

サ
ー

ビ
ス

の

実
施

等
に

関
し

、
国

と
の

適
切

な
役

割
分

担
を

踏
ま

え
つ

つ
、

そ
の

地
方

公
共

団
体

の
実

情
に

応
じ

た
施

策
を

策
定

し
、

及
び

実
施

す
る

と
と

も
に

、
地

方
公

共
団

体
に

係
る

公
共

サ
ー

ビ
ス

を
実

施
す

る
責

務
を
有
す
る
。
 

地
方

自
治

体
は

、
公

共
サ

ー
ビ

ス
の

実
施

又
は

施
策

の
策

定
に

関

し
、
次
の
責
務
を
有
す
る
。

 
(
1
)
 公

共
サ
ー
ビ
ス
に
関
わ
る
情
報
の
公
開
 
 

 
(
2
)
 
市
民
か
ら
の
苦
情
対
応

 
(
3
)「

 
2（

2
）」

に
規
定
す
る
公
共
サ
ー
ビ
ス
を
実
施
す
る
者
及
び
公

共
サ
ー
ビ
ス
に
従
事
す
る
者
か
ら
の
苦
情
対
応
 

(
4
)
 
公

共
サ

ー
ビ

ス
を

実
施

す
る

者
へ

の
立

入
検

査
、

是
正

勧
告

、

公
表

 
(
5
)
 
地
域
公
共
サ
ー
ビ
ス
市
民
会
議
か
ら
の
提
言
等
へ
の
応
答

 
(
6
)
 
非
営
利
組
織
等
に
よ
る
公
共
サ
ー
ビ
ス
実
施
の
支
援

 
(
7
)
 
公

契
約

に
係

る
施

策
等

、
公

共
サ

ー
ビ

ス
の

実
施

に
従

事
す

る

者
の
権
利
と
労
働
環
境
の
整
備
 

(
8
)
 
社
会
的
価
値
の
実
現
を
図
る
た
め
の
入
札
制
度
の
整
備
 

(
9
)
 
そ

の
他

国
又

は
地

方
自

治
体

以
外

の
者

と
の

調
整

の
た

め
の

必

要
な
措
置

 

国
ま
た
は
地
方
自
治
体

以
外
の
者
の
責
務

 

（
規
定
な
し
）
 

≪
参
考
≫
 

公
共
サ
ー
ビ
ス
を
委
託
し
た
場
合
の
役
割
分
担
と
責
任
の
明
確
化
 

国
及

び
地

方
公

共
団

体
は

、
公

共
サ

ー
ビ

ス
の

実
施

に
関

す
る

業

務
を

委
託

し
た

場
合

に
は

、
当

該
公

共
サ

ー
ビ

ス
の

実
施

に
関

し
、

国
又
は
地
方
自
治
体
以
外
の
者
は
次
の
責
務
を
有
す
る
。

 
(
1
)
 
実

施
す

る
公

共
サ

ー
ビ

ス
に

関
す

る
情

報
の

公
開

（
個

人
情

報

に
配
慮
す
る
）

 
(
2
)
 
地
方
自
治
体
か
ら
の
是
正
勧
告
な
ど
の
遵
守

 
 



国
ま
た
は
地
方
自
治
体

以
外
の
者
の
努
力
義
務

当
該

委
託

を
受

け
た

者
と

の
間

で
、

そ
れ

ぞ
れ

の
役

割
の

分
担

及
び

責
任
の
所
在
を
明
確
化
す
る
も
の
と
す
る
。
 

国
又
は
地
方
自
治
体
以
外
の
者
は
次
の
こ
と
に
努
め
る
。
 

(
1
)
 
公

共
サ

ー
ビ

ス
の

実
施

に
従

事
す

る
者

の
権

利
と

労
働

環
境

の

整
備
 

(
2
)
 
社
会
的
価
値
の
実
現
の
た
め
の
環
境
の
整
備
 

公
共
サ
ー
ビ
ス
の
実
施

に
従
事
す
る
者
の
労
働

環
境
の
整
備

 

国
及

び
地

方
公

共
団

体
は

、
安

全
か

つ
良

質
な

公
共

サ
ー

ビ
ス

が

適
正

か
つ

確
実

に
実

施
さ

れ
る

よ
う

に
す

る
た

め
、

公
共

サ
ー

ビ
ス

の
実

施
に

従
事

す
る

者
の

適
正

な
労

働
条

件
の

確
保

そ
の

他
の

労
働

環
境

の
整

備
に

関
し

必
要

な
施

策
を

講
ず

る
よ

う
努

め
る

も
の

と
す

る
。
 

  

（
規
定
な
し
）

 

地
域
公
共
サ
ー
ビ
ス
 

市
民
会
議

 
（
規
定
な
し
）
 

「
１

.条
例
の
目
的
」
の
実
現
の
た
め
に
、
地
域
公
共
サ
ー
ビ
ス
市

民
会
議
を
設
置
す
る
。

 
(
1
)
 
市
民
会
議
は
、
学
識
経
験
者
、
公
共
サ
ー
ビ
ス
を
実
施
す
る
者
、

市
民
な
ど
で
構
成
す
る
。
 

(
2
)
 
市
民
会
議
は
、
公
共
サ
ー
ビ
ス
に
関
し
次
の
役
割
を
担
う
。
 

 
①

 
公

共
サ

ー
ビ

ス
の

質
的

充
足

及
び

量
的

充
足

度
合

い
の

調
査

と
公
表
 

 
②
 
公
共
サ
ー
ビ
ス
を
実
施
す
る
者
の
間
の
調
整
 

③
 
公
共
サ
ー
ビ
ス
改
善
の
た
め
の
施
策
に
関
す
る
提
言
 

(
3
)
 
前
項
の
ほ
か
、
市
民
会
議
は
次
の
役
割
を
有
す
る
 

①
 

地
方

自
治

体
が

行
っ

た
苦

情
対

応
の

報
告

を
受

け
、

又
は

市

民
会

議
が

受
け

た
苦

情
に

対
し

、
地

方
自

治
体

の
長

に
改

善
等

に
関
す
る
意
見
を
述
べ
る
こ
と
 

②
 

同
じ

く
、

公
共

サ
ー

ビ
ス

を
実

施
す

る
者

に
対

す
る

改
善

を

地
方
自
治
体
の
長
に
促
す
こ
と
 

③
 

公
共

サ
ー

ビ
ス

を
実

施
す

る
者

に
対

す
る

必
要

な
財

政
支

援

等
を
地
方
自
治
体
の
長
に
促
す
こ
と
 

④
 
地
方
自
治
体
の
長
の
諮
問
に
対
す
る
答
申

 
   




